
埼玉県の温室効果ガス排出状況と

削減対策の支援について

平成３０年度埼玉県温室効果ガス排出削減セミナー

平成31年3月1日
埼玉県環境部温暖化対策課



本日の内容

1. 埼玉県全体の温室効果ガス削減目標と排出状況

2. 目標設定型排出量取引制度対象事業所の削減状況

3. Ｈ３０年度埼玉県省エネ診断事業での診断結果の紹介

4. ＣＯ２排出削減対策の支援メニューの紹介
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１．埼玉県全体の温室効果ガス削減

目標と排出状況
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１．埼玉県全体の温室効果ガスの排出状況

埼玉県の温室効果ガス削減目標
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2009年度～2020年度（12年間）計画期間

2020年に埼玉県の
温室効果ガス排出量（需要側）を
2005年比△21％

削減目標

３つの
最重点施策

埼玉県ＨＰ 温暖化対策課「ストップ温暖化・埼玉ナビゲーション２０５０」
http://www.pref.saitama.lg.jp/a0502/ontaikeikaku.html

埼玉県地球温暖化対策実行計画（区域施策編）
「ストップ温暖化・埼玉ナビゲーション２０５０」（2015年3月中間見直し）

 家庭部門の省エネ化
 運輸部門の低炭素化
 再生可能エネルギーの活用と
産業発展の好循環



１．埼玉県全体の温室効果ガスの排出状況

埼玉県全体の温室効果ガス排出量（需要側）の推移※

4※ 電力排出係数2005年度固定値での算定。算定値はH30年11月2日報道発表時点。
※ 今後、各種統計データの修正、算定方法の見直し等により、再計算される場合があります。

 2016年度の温室効果ガス排出量（ＣＯ２換算値）は3,663万ｔ-ＣＯ２、
基準年度（2005年度）比14.7％減

 温室効果ガス排出量は年々減少傾向（前年度比0.5％減）

（基準年度） （目標年度）
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２．目標設定型排出量取引制度対象

事業所の削減状況
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２．目標設定型排出量取引制度対象事業所の削減状況

対象事業所全体のＣＯ２削減率の推移※
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 第１計画期間：全体として目標削減率（６％・８％）以上の削減を達成（基準比平均22％減）
 第２計画期間：全体として第１計画期間を上回る削減率で推移

※ 基準排出量や実績排出量は検証前の数値を含んでいるため、今後変動する可能性があります。

第２計画期間
目標削減率

業務ビル等：15％
工場等：13％
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２．目標設定型排出量取引制度対象事業所の削減状況

H28年度のＣＯ２排出量削減実績
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目標
削減率
（％）

事業所
数

基準
排出量
（万t-CO2）

H28年度
排出量
（万t-CO2）

基準排出
量に対する
削減率（％）

目標削減
率以上の
事業所数

第１区分
（業務ビル等）

15 166 161 118 26 130
(78％)

第２区分
（工場等）

13 408 871 627 28 296
(73％)

合 計 574 1,032 745 28 426
(74％)

 H28年度は、全体で基準排出量に比べて28％減少
 ４26事業所（74％）が自らの対策で目標削減率以上の削減を達成

（備考）CO2排出量及び基準排出量は各事業所の合計値です。
また、基準排出量や実績排出量は検証前の数値を含んでいるため、今後変動する可能性があります。



３．Ｈ３０年度埼玉県省エネ診断事業での

診断結果の紹介
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 人材・時間がない（37％）

 他に優先する課題がある（34％）

 削減効果（費用対効果）が分からない（28％）

 投資回収年が長い（26％）

３．Ｈ３０年度埼玉県省エネ診断事業での診断結果の紹介

省エネ対策を困難にしている理由

省エネ対策に係るアンケート結果紹介（H29年度実施）

省エネ
診断

補助金

H30年度から新規実施



３．Ｈ３０年度埼玉県省エネ診断事業での診断結果の紹介

省エネ診断の概要
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県が委託する省エネ診断事業者が事業所を訪問
ヒアリング／ウォークスルー／エネルギー計測等により、
設備の運用改善や設備更新でのコスト削減効果等を提案

事業概要

５０万円／件予算規模

１７社
登録診断
事業者

１９件実施件数

中小企業等が設置する県内大規模事業所対 象

スキーム



３．Ｈ３０年度埼玉県省エネ診断事業での診断結果の紹介

設備別の改善提案件数
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 設備更新による提案が目立つが、運用改善による提案も見られた。
 受診事業者と診断事業者の了解が得られた案件では生産設備を対象とした
診断も行われ、運用改善提案に至った事例もあった。

（H31年2月15日時点の集計）



３．Ｈ３０年度埼玉県省エネ診断事業での診断結果の紹介

診断案件別 改善提案によるコスト削減額（試算額）
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 コスト削減効果は、案件によって差が見られた。
 設備更新と比べると、運用改善はコスト削減効果が小さいが、ほとんど導入コ
ストを要しないことから診断中に改善提案が実施された事例も見られた。

コスト削減額（千円）
（H31年2月15日時点の集計）
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断
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件



３．Ｈ３０年度埼玉県省エネ診断事業での診断結果の紹介

診断案件別 改善提案によるコスト削減額（試算額）

13コスト削減額（千円）

運用改善、部分更新・機能付加のみのグラフ

コスト削減効果

運用改善 0～370万円
部分更新・機能付加 0～740万円

（H31年2月15日時点の集計）
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３．Ｈ３０年度埼玉県省エネ診断事業での診断結果の紹介

削減効果の高かった提案
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運用改善

（t-CO2）

年間ＣＯ２削減量
年間コスト削減額
（導入コストゼロ）

207万円

120万円

93万円

53万円

57万円

44万円

28万円

23万円

21万円

20万円

（H31年2月15日時点の集計）



３．Ｈ３０年度埼玉県省エネ診断事業での診断結果の紹介

削減効果の高かった提案
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部分更新・機能付加

（t-CO2）

年間ＣＯ２削減量 年間コスト削減額
／導入コスト

644万円／800万円

199万円／300万円

115万円／202万円

157万円／204万円

90万円／ 76万円

90万円／200万円

99万円／ 81万円

93万円／134万円

78万円／700万円

39万円／ 14万円

投資回収年数
0.4～2.2年
（1件9年あり）

（H31年2月15日時点の集計）



３．Ｈ３０年度埼玉県省エネ診断事業での診断結果の紹介

削減効果の高かった提案
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設備更新・設備導入

（t-CO2/千円）

導入コスト1,000円当たりのCO2削減量

投資回収年数
1.4～6.3年

（H31年2月15日時点の集計）



３．Ｈ３０年度埼玉県省エネ診断事業での診断結果の紹介

診断受診事業者から頂いた声
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 運用面での対策はやり尽くしたと思っていたが、新たな課題が見つかって良かっ

た。診断対象でなかった設備にも水平展開したい。（製造業）

 コンプレッサーの使い方は十分わかっていると思っていたが、使用方法の見直し

によりコスト削減ができて、感謝している。（製造業）

 当初設計時からビルの使い方が変わってきているので、過剰設備になっていない

か見直しが必要かもしれない。（オフィスビル）

 これまで省エネ診断を受けたことがなかったので、省エネ診断という手法を知る

ことができて良かった。 （製造業）

 部分更新による改善提案の効果は理解できるが、関連設備の更新を実施したばか

りで当面提案は実施できない。（製造業）

 ユーティリティ設備の更新は予算が付きにくいので、提案されても実施できない。

運用面の改善余地をもっと見てほしかった。（製造業）



４．ＣＯ２排出削減対策の支援メニュー

の紹介
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４．ＣＯ２排出削減対策の支援メニューの紹介

（参考）他機関のＨ３１年度事業予算案等
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実施機関 種別 事業名 対象 内容※2

経済産業
省

診断 中小企業等に対する小エネ
ルギー診断事業

中小企業等 省エネルギー相談地域プラットフォームによる診
断後の経営相談等のフォローあり

補助金 省エネルギー投資促進に向
けた支援等補助金

中小企業等 工場・事業所単位／設備単位での省エネルギー
設備導入補助
補助率：1/2～1/4

環境省 診断
補助金

ＣＯ２削減ポテンシャル診断
推進事業

ＣＯ２排出量3,000
トン未満の民間団
体等

① ＣＯ２削減診断及び削減対策実施案の策定
に対して定額補助
② ①に基づく設備導入に対する補助
（補助率1/3（中小企業は1/2））

補助金 先進対策の効率的実施によ
るＣＯ２排出量大幅削減事業

民間団体等 L2-Tech認証製品の導入、運用改善等によりＣＯ
２削減目標を達成した事業者に対して導入費用
の一部を補助（補助率：1/2～1/3）

補助金 設備の高効率化改修支援事
業

民間事業者
地方公共団体

既存設備の部品交換・機能付加等によるＣＯ２削
減対策経費の一部を補助（補助率：2/3～1/3）

補助金 ＺＥＢ実現に向けた先進的省
エネルギー建築物実証事業
等

建築物を所有する
法人
地方公共団体 等

① ＺＥＢに資するシステム・設備機器等の導入
費用の一部を補助（補助率：2/3）
② 既存建築物の省ＣＯ２改修支援
（補助率：2/3～1/3）

【注意】事業内容等は変更されることがあります。
詳しくは今後実施機関が公開する実施要領等を御確認ください。



４．ＣＯ２排出削減対策の支援メニューの紹介

埼玉県のＨ３１年度当初予算要求状況
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実施機関 種別 事業名 対象 内容

埼玉県 診断 無料省エネ診断 中小企業等
（病院含む）

県が専門の省エネ診断事業者を派遣

補助金 ＣＯ２排出削減設備導入
緊急支援事業

中小企業 補助率：1/3
上限：2,000万円
国補助金等との併用可

補助金 暑さ対策省エネ設備導入
支援事業

中小企業等 断熱・遮熱塗装等の暑さ対策費用の一部
を補助
補助率：1/3、上限：300万円
（詳細検討中）

融資 埼玉県環境みらい資金
融資

中小企業等、
ESCO事業者

貸付利率：年0.3％以内
（信用保証を付す場合は年0.01％以内）

【注意】事業内容等を変更することがあります。
詳しくは今後公開する実施要領等を御確認ください。



４．ＣＯ２排出削減対策の支援メニューの紹介

埼玉県無料省エネ診断事業（H31年度当初予算要求状況）
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県が委託する省エネ診断事業者が事業所を訪問
ヒアリング／ウォークスルー／エネルギー計測等により、
設備の運用改善や設備更新でのコスト削減効果等を提案

事業概要

５０件（大規模事業所以外の事業所含む）予定件数

中小企業等が設置する県内事業所対 象

Ｈ３１年度事業から、希望する事業者には税理士や中小企業
診断士等による相談体制を構築予定
省エネ投資促進税制等の税制上のメリット等をご相談いただ
けます

備 考

【注意】事業内容等を変更することがあります。
詳しくは今後公開する実施要領等を御確認ください。



４．ＣＯ２排出削減対策の支援メニューの紹介

埼玉県無料省エネ診断事業（H31年度当初予算要求状況）
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【参考】Ｈ３０年度診断スキーム（再掲）
県が業者選定するため、御担当者様
の事務負担は最小限

県が診断結果をチェックした
上で受診事業者に報告

【注意】事業内容等を変更することがあります。
詳しくは今後公開する実施要領等を御確認ください。



４．ＣＯ２排出削減対策の支援メニューの紹介

ＣＯ２排出削減設備導入補助金（H31年度当初予算要求状況）
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ＣＯ２排出量を削減するために必要な設備整備事業

予算規模

補助率 １／３、 上限 ２，０００万円
国の補助金等との併用可（埼玉県の他の補助金との併用は不可）

補助内容
（予定）

大規模事業所内で補助対象設備を所有する中小企業者

補助対象
事業

対象者

５，０００万円

【注意】事業内容等を変更することがあります。
詳しくは今後公開する実施要領等を御確認ください。
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（お問い合わせ先）

埼玉県環境部温暖化対策課

計画制度・排出量取引担当

電話 ０４８－８３０－３０４３

電子メール a3030-03@pref.saitama.lg.jp
エル・ジー


